確認書
（知的財産権）

平成２０年８月１日

大学共同利用機関法人

情報・システム研究機構長　殿

住　　所　　

名称及び　　

代表者氏名　　　　　　　　　　
（　受　託　者　名　称　及　び　代　表　者　氏　名　）（以下「乙」という。）は、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構長　堀田　凱樹（以下「甲」という。）に対し下記の事項を約する。
記
１．乙は、委託業務「　（委　託　業　務　題　目）　」（以下「当該委託」という。）に係る発明等を行った場合には、当該委託契約書第１６条の規定に基づいて、その旨を甲に報告する。
２．乙は、甲が公共の利益のために特に必要であるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で当該委託に係る知的財産権を実施する権利を甲に許諾する。
３．乙は、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知的財産権を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該知的財産権の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該知的財産権を実施する権利を第三者に許諾する。
４．乙は、上記２に基づき甲に利用する権利を許諾した場合には、甲の円滑な権利の利用に協力する。
５．乙は、甲が上記３に基づき、当該知的財産権を相当期間活用していないことについて理由を求めた場合には甲に協力するとともに、遅滞なく、理由書を甲に提出する。
以　上
確認書
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（知的財産権）

平成２０年８月１日

大学共同利用機関法人

情報・システム研究機構長　殿


住　　所　　○○県○○市○○
名称及び　　○○法人○○大学
代表者氏名　学長　　□□　□□
○○法人○○大学長　□□　□□（以下「乙」という。）は、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構長　堀田　凱樹（以下「甲」という。）に対し下記の事項を約する。
記
１．乙は、委託業務「△△△△に関する業務委託」（以下「当該委託」という。）に係る発明等を行った場合には、当該委託契約書第１６条の規定に基づいて、その旨を甲に報告する。
２．乙は、甲が公共の利益のために特に必要であるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で当該委託に係る知的財産権を実施する権利を甲に許諾する。
３．乙は、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知的財産権を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該知的財産権の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該知的財産権を実施する権利を第三者に許諾する。
４．乙は、上記２に基づき甲に利用する権利を許諾した場合には、甲の円滑な権利の利用に協力する。
５．乙は、甲が上記３に基づき、当該知的財産権を相当期間活用していないことについて理由を求めた場合には甲に協力するとともに、遅滞なく、理由書を甲に提出する。
以　上
確認書
（コンテンツに係る知的財産権）
平成２０年８月１日

大学共同利用機関法人

情報・システム研究機構長　殿

住　　所　　

名称及び　　

代表者氏名　　　　　　　　　　
（　受　託　者　名　称　及　び　代　表　者　氏　名　）（以下「乙」という。）は、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構長　堀田　凱樹（以下「甲」という。）に対し下記の事項を約する。
記
１．乙は、委託業務「　（委　託　業　務　題　目）　」（以下「当該委託」という。）においてコンテンツを制作した場合には、当該委託契約書第２７条第２項の規定に基づいて、その旨を甲に報告する。
２．乙は、甲が公共の利益のために特に必要であるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で当該委託に係るコンテンツを利用する権利を甲に許諾する。
３．乙は、当該コンテンツを相当期間活用していないと認められ、かつ、当該コンテンツを相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該コンテンツの活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該コンテンツを利用する権利を第三者に許諾する。
４．乙は、上記２に基づき甲に利用する権利を許諾した場合には、甲の円滑な権利の利用に協力する。
５．乙は、甲が上記３に基づき、当該コンテンツを相当期間活用していないことについて理由を求めた場合には甲に協力するとともに、遅滞なく、理由書を甲に提出する。
以　上
確認書
（コンテンツに係る知的財産権）
平成２０年８月１日


大学共同利用機関法人

情報・システム研究機構長　殿


住　　所　　○○県○○市○○
名称及び　　○○法人○○大学
代表者氏名　学長　　□□　□□
○○法人○○大学長　□□　□□（以下「乙」という。）は、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構長　堀田　凱樹（以下「甲」という。）に対し下記の事項を約する。
記
１．乙は、委託業務「△△△△に関する業務委託」（以下「当該委託」という。）においてコンテンツを制作した場合には、当該委託契約書第２７条第２項の規定に基づいて、その旨を甲に報告する。
２．乙は、甲が公共の利益のために特に必要であるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で当該委託に係るコンテンツを利用する権利を甲に許諾する。
３．乙は、当該コンテンツを相当期間活用していないと認められ、かつ、当該コンテンツを相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該コンテンツの活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該コンテンツを利用する権利を第三者に許諾する。
４．乙は、上記２に基づき甲に利用する権利を許諾した場合には、甲の円滑な権利の利用に協力する。
５．乙は、甲が上記３に基づき、当該コンテンツを相当期間活用していないことについて理由を求めた場合には甲に協力するとともに、遅滞なく、理由書を甲に提出する。
以　上
押印をお願いします。








記入例





契約書と同じ住所、大学名、代表者職名、代表者氏名をご記入ください。代理人がいる場合は、代理人もご記入ください。








契約書と同じ大学名、代表者職名、代表者氏名をご記入ください。代理人がいる場合は、代理人もご記入ください。





契約締結日と同じ日付にします。基本的に平成２０年８月１日になります。





業務題目を記入してください。領域１の場合は「学術機関リポジトリの構築とコンテンツの拡充」になります。





契約締結日と同じ日付にします。基本的に平成２０年８月１日になります。





記入例





押印をお願いします。








契約書と同じ住所、大学名、代表者職名、代表者氏名をご記入ください。代理人がいる場合は、代理人もご記入ください。








契約書と同じ大学名、代表者職名、代表者氏名をご記入ください。代理人がいる場合は、代理人もご記入ください。





業務題目を記入してください。領域１の場合は「学術機関リポジトリの構築とコンテンツの拡充」になります。








